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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，介護予防・一次予防「憩いのサロン」事業を活用した長期地域介入による
効果を検証することである．
(1)横断分析では，65歳以上のサロン事業参加状況及び参加者における二次予防事業該当者割合，サロン参加による心
理社会面の変化，運営ボランティアの知的機能と生活機能の関連性を分析した．(2)縦断分析では，2006年の高齢者悉
皆調査回答者のうち，2007年サロン開始時点で要介護状態にない高齢者2,490名を2012年の5年間追跡した．その結果，
認知症を含む要介護状態発生割合は，非参加群の14.0％に比し参加群では7.7％で有意に低いという予防効果を明らか
にした．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to verify the effects of long-term community 
intervention with long-term care prevention and primary prevention “recreation salon” community 
centers.
(1) Cross-sectional analysis was performed to assess participation in the salons by those over 65, the 
ratio of participants applicable for secondary prevention programs, psychosocial changes in salon 
participants, and the relationship between intellectual function and competence of volunteers. (2) 
Longitudinal analysis was performed to track 2,490 older adults without a need for long-term care at the 
start of the salon program in 2007 from among respondents to a complete enumeration survey in 2006 for 
five years until 2012. The results showed clear preventive effects; the proportion of onset of need for 
long-term care including dementia was only 7.7% among salon participants, which was significantly lower 
than the 14.0% among non-participants.

研究分野：高齢者健康支援学
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１．研究開始当初の背景 
 
 今後も増加する認知症の介護予防対策は，
日本のみならず世界的な課題となっている．
認知症の発症には，対人交流など社会的ネッ
トワークとサポートの心理社会的豊かさや
趣味・余暇活動，家事などの生活機能の要因
が関与していることが明らかにされつつあ
る．しかし，これらに着目した介入策やその
効果を検証した研究はなかった． 
 
２．研究の目的 
 
 本研究では，地域住民が運営主体の介護予
防・認知症予防のための一次予防「憩いのサ
ロン」（以下，サロン）事業を活用した地域
介入を愛知県武豊町で試み，従来の取り組み
では明らかにされていない長期介入による
介護予防・認知症予防効果を明らかにするこ
とである． 
 
３．研究の方法 
 (1)サロン事業参加者の横断分析，(2)サロ
ン参加有無別の認知症を含む要介護認定発
生及びサロン参加者の認知機能の変化につ
いて縦断分析を行った． 
 (1)横断分析では，①65 歳以上高齢者のサ
ロン事業参加状況，②サロン事業参加者にお
ける二次予防事業リスク該当者割合，③サロ
ン参加者の心理社会面の状況，④サロン参加
者の知的機能と生活機能の関連性を分析し
た． 
(2)縦断分析では，①2006 年 65 歳以上高齢
者悉皆調査回答者のうち，2007 年のサロン開
始時点でADLの自立した要介護状態にない高
齢者 2,490 名を 2012 年 3 月までの 5 年間，
②サロン事業開始当初の運営ボランティア
52名の認知機能と社会活動の変化を2年間を
それぞれ追跡し分析した． 
 
４．研究成果 
 
(1)横断分析 
①サロン事業参加状況 
サロン参加者状況について，サロン参加実
人数と武豊町 65 歳以上高齢者に占める参加
者割合及び延べ参加者数についてサロン参
加者名簿を基に算出した．年度毎の実参加者
/参加率/延べ人数を順に示すと，2007 年度
401 名/8.3％/2,341 名，2008 年度 583 名
/8.4％/4,553 名，2009 年度 637 名/8.7％
/5,223名，2010年度727名/9.9％/6,441名，
2011 年度 794 名/10.4％/8,084 名，2012 年度
894 名/11.3％/9,440 名，2013 年度 875 名
/10.5％/11,345 名であった．65 歳以上高齢
者の参加率は 10％を超えていることを明ら
かにした． 
 
②サロン参加者における二次予防事業リス
ク者割合 

サロン参加者における二次予防事業リス
ク該当者割合は，2013 年 9月に「お元気チェ
ック」（生活機能や心理社会面を問う自記式
調査票，認知機能，体力）を受けた 304 名の
基本チェックリスト 25項目中 20項目及び抑
うつ尺度（GDS15 項目版）を用い，20項目中
10 項目以上，運動器 5項目中 3項目以上，栄
養 2項目中 2項目，口腔機能 3項目中 2項目
以上，認知機能 3項目中 1項目以上，うつ傾
向・状態（GDS15 の 5点以上）に該当する割
合から推定した． 
その結果，対象者全体では 20 項目中 10 項
目以上 6.6％，運動器 20.1％，栄養 1.6％，
口腔機能 23.7％，認知機能 51.0％，うつ傾
向・状態 14.5％，参加形態別で数値は同様順
でボランティアは，0％/5.5％/1.1％/22.0％
/57.1％/9.9％，一般参加者では，9.4％
/26.3％/41.9％/24.4％/48.4％/16.4％だっ
た． 
今回の対象では，運動器と口腔機能，認知
機能，うつの各リスク者，それも平均年齢の
高い一般参加者でその割合が高く，一次予防
事業参加者にも二次予防事業該当者が含ま
れていた．武豊町では 65 歳以上高齢者の約 1
割がサロンに参加しているので，町全体では
運動器で 2.0％，口腔機能 2.3％，認知機能
5.1％，うつ傾向・状態で 1.4％の予防事業参
加と見做すと，全国の二次予防事業参加者割
合の 1％未満よりも多い参加割合と推測され
た． 
 
③サロン参加者の心理社会面の状況 
サロン参加による心理社会面の変化では，
2013 年度「お元気チェック」を受けた一般参
加者 214 名（参加 3 年以上 106 人，3 年未満
108 人）の GDS－15 による「うつなし」と「う
つ傾向以上」両群において「人との交流が増
えた」「気持ちが明るくなった」「幸せを感じ
るようになった」「将来の楽しみが増えた」
が，参加期間の違いに関わらず 70％以上と高
かった．また，「サロン以外の会へ参加が増
えた」が「うつなし」で 68％，「うつ傾向以
上」でも 30％でサロン参加による良好な波及
効果が確認できた． 
 
④サロン参加者の知的機能と生活機能の関連 
サロン参加者の知的機能と生活機能の関連
性では，2007年開始のサロン参加者のうち
2011年までの期間に「お元気チェック」を受
けた一般参加者366名における精神機能・社会
的機能・生活機能・身体/認知機能の4要素を
構造方程式モデリングで分析した．その結果，
社会参加は4要素によって活性化され社会参
加が活性化すると認知機能にも作用すること
が明らかとなり，サロンが認知症予防に有効
な可能性が明らかとなった． 
 
(2)縦断分析 
①サロン参加と要介護認定発生 
認知症を含む要介護認定発生割合の分析



では，2006 年悉皆調査回答 2,421 名中，2007
年サロン開所以降 2012 年 3 月の期間にサロ
ン参加者 437名と非参加者 1,984 名の二群間
における発生状況をCoxハザード回帰分析に
て検討した．参加 3回以上を参加群とした結
果，非参加群の 14.0％に比し参加群では
7.7％で有意に認知症を含む要介護状態発生
割合が低いことを明らかにした． 
 
②認知機能と社会活動の変化 
認知機能と社会活動の変化に関する分析
では，サロン開所 2007 年に初回評価を受け
た介護予防事業運営ボランティア 52 名を認
知機能低下群と認知機能正常群の2群に分類
し，2 年間追跡できた認知機能低下群 7 名と
認知機能正常群 23 名を分析対象とした． 
その結果，認知機能低下群では，MMSE，連
続計算，文字位置照合課題で，認知機能正常
群では文字位置照合課題で有意な得点の上
昇が認められた．ボランティア活動によって
社会参加が増加し，それをきっかけに社会活
動が増加し，認知機能面では，コミュニケー
ション向上に端を発し，社会的認知機能の活
発化につながる可能性が考えられた． 
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